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理科教育が抱える課題からみた生活科授業に期待されること 
 

坂倉 真衣 

 

要旨 

日本の理科教育には、国際的に上位の児童・生徒の科学的リテラシーとは相反し、情意面が低いと

いう課題がある。上位に位置する科学的リテラシーにおいても、「科学的探究を評価して計画する」能

力を問う問題を比較的苦手とする傾向があることが分かっている。そのためには、低学年時より対策

を講じることが必要であるが、現在小学校第 1 学年、2 学年には生活科が設置され、理科は実施され

ていない。生活科は、合科的な教科であり体系化された内容は含まれない。しかし平成 20 年度以降、

理科と生活科の双方の接続が謳われてからは、生活科での体験を理科につなぐための手立てとして「気

付きの質を高める」というということが重視されるようになった。理科教育が抱える課題解決に

向け、生活科では、１）「ネオ科学」及び「自然」の教育において、将来「価値的興味」へとつなが

る「感情的興味」の喚起を行うこと、２）児童自身が対象と繰り返し関わり、自ら「気付きの質」を

高められるような「理科の見方・考え方」の素地を育み、それを働かせられるようにすることが重要

である。 

 

キーワード：理科教育、生活科教育、理科離れ、感情的興味・価値的興味、ネオ科学 

 

１． はじめに 

   本稿では、理科教育が抱える課題から小学校低学年に設置されている生活科授業に期待され

ることについて検討することを目的とする。まず、2 章において PISA や TIMSS などの国際学力

調査等をもとに日本の児童・生徒が抱える理科に関する課題をまとめる。次に 3 章において生

活科設置時の背景とそれについての議論、現在行われている生活科授業実践について整理する。

これらを踏まえ、4 章において理科教育が抱える情意面、科学的リテラシー及び理科学力に関す

る課題を解決するために、今後どのような生活科授業を行うことが必要であるかについての考

察を行う。 

 

２． 理科教育が抱える課題 

(1)情意面に関する課題 

日本の児童・生徒の「理科離れ」が叫ばれて久しい。「理科離れ」は、1980 年代後半から用い

られるようになった用語であり、教科の理科への興味・関心の低下を始め、若者の「科学技術

全般」に対する興味・関心の低下を含めて使用されている（長沼 2015）。 

児童・生徒の「理科離れ」が叫ばれる一方、経済協力開発機構が行う生徒の学習到達度調査（Programme for 

International Student Assessment: 以下、PISA）や 国際数学・理科教育動向調査（Trend in International 

Mathematics and Science Study: 以下、TIMSS）などにおいて、日本の児童・生徒の科学的リテラシー及び

理科学力は国際的に常に上位である（例えばPISA 2012、2015、TIMSS 2011、2015など）。2015年に実施さ

れたPISAにおいても日本の生徒の科学的リテラシーは72カ国中2位と国際平均を大きく上回った。しかし、

「科学の楽しさ」「理科学習に対する道具的な動機付け」「理科学習者としての自己効力感」など、科学的リ
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テラシーに影響を与える情意面については、いずれも国際平均を下回っているという状況にある（例えば

PISA 2012、2015など）。日本の理科教育には、国際的に上位の児童・生徒の科学的リテラシーとは相反し、

情意面が低いという課題がある。「科学の楽しさ」「理科学習に対する道具的な動機付け」「理科学習者として

の自己効力感」などの情意面は全て科学的リテラシーと正の相関があることからも、これらを向上させる理

科教育の手立てを講じることは喫緊の課題である。 

理科教育において、情意面に課題あるからと言って、科学や

数学の「楽しさ」を強調し、単に興味・関心を高める取り組み

を行えばよいという訳ではない。田中（2015）は教育心理学の

立場から、理科に対する興味を、「感情的興味」（「実験体験型」

「驚き発見型」「達成感情型」）と、「価値的興味」（「知識獲得

型」「思考活性型」「日常関連型」）に分類している（図1参照）。

「感情的興味」は、実験器具や薬品を使用できる楽しさなど学

習中にポジティブ感情が一時的に生じることで起こる、興味

の源泉が環境要因による「浅い興味」である。それに対し、「価

値的興味」は、規則や法則の意味を理解することの面白さなど

理科を学習することで得られる価値が評価されたものであ

り、興味の源泉が学習内容そのものによる「深い興味」であ

る。そして、「深い興味」は、「浅い興味」よりも必要な知識の量が多く、学習行動にもつながりやすいこと

も明らかにしている（田中 2015）。一方、小川（1998）は、理科の授業において科学的思考や論理的思考が

伴わず、実験や観察を単に「楽しい活動」としてのみ実施しているような状況があることを指摘し、それを

「ネオ科学」と名付けた。実験や観察が「科学的」であるためには、本来、予想・仮説を確かめ、規則性・

法則性を探求するなどといった目的意識が必要である。それに対し、「ネオ科学」とは、田中（2015）の言う

実験器具や薬品を使用できる楽しさなどのポジティブ感情が一時的に生じる「感情的興味」のみを喚起して

しまっている状況であると考えられる。 

情意面を向上させる理数教育の手立てとして「ネオ科学」的な活動によって一時的にポジティブ感情を生

じさせる「浅い興味」を喚起するのではなく、本来の科学の本質である規則性・法則性を探求しその意味を

理解することの面白さが評価された結果である「価値的興味」を高めることのできる教育が重要であること

が分かる。 

(2)科学的リテラシー及び理科学力に関する課題 

1 節で述べたように、日本の児童・生徒の科学的リテラシーは国際的に見て上位ではあるが、比較的苦手

とする項目もある。PISA における科学的リテラシーは、「現象を科学的に説明する」、「科学的探究を評価し

て計画する」、「データと証拠を科学的に解釈する」という三つの能力から成る。日本の児童・生徒は、いず

れの能力とも国際的に見て上位に位置しているが、「科学的探究を評価して計画する」能力の平均得点が他の

2つと比べると低いことがわかっている（例えば、PISA 2015、2018）。「科学的探究を評価して計画する」能

力とは、「与えられた科学的研究で探究される問いを特定する、科学的に調査できる問いを区別する、与えら

れた問いを科学的に探究する方法を提案するなどの力を発揮し、科学的な調査を説明及び評価し、科学的問

いに取り組む方法を提案する能力」である。またTIMSSにおいては、「観察・実験の結果などを整理・分析し

た上で、解釈・考察し、説明すること」などの資質・能力に課題がある（TIMSS 2015など）。平成31年度に

行われた最新の全国学力・学習状況調査においても共通する課題が見られ、観察・実験の結果を分析して考

察した内容を記述することを特に苦手とする児童が多い。さらに、予想が確かめられた場合に得られる結果

図1. 興味尺度の構造の理論的想定

（田中2015） 
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を見通して実験を構想したり、実験結果を基に自分の考えを改善したりすることに課題がある。これらのこ

とから、日頃の理科授業においても、より妥当な考えを作り出すために、実験結果を基に分析して考察をし

たり、目的に応じて実験を計画したりすることのできる実践が求められている（例えば、国立教育政策研究

所 2019）。 

 

３．生活科設置の背景とこれまでの生活科授業 

(1)生活科設置の背景 

生活科は1989年に改定された学習指導要領より小学校第1学年および第2学年に設置された教科である。理

科を始め他の教科が特定の学問（理科であれば自然科学、算数であれば数学）を背景とし体系的に構成され

たものであるのに対し、生活科は合科的な教科であり体系化された内容は含まれない。それまでは、小学校

第1学年および第2学年にも理科、社会が設置されていた。しかし、1、2年生の発達段階に考慮、幼小接続の

観点から当時から問題となっていた「小1プロブレム」の解消等を目指して、小学校低学年では理科、社会が

廃止され、生活科が導入されることとなった。「小1プロブレム」とは1980年代頃から提起され始めた問題で

あり、小学校1年生が、新しい環境に馴染めず、おしゃべりしたり立ち歩いたりして学習に集中できないなど

の問題である（藤井 2006、塩美 2009など）。よって幼児教育の基本である「環境を通した教育」を踏まえ、

1、2年次では生活科において直接、対象・具体物に関わり、その関わりを通して自立の基礎を培うというこ

とが目指された。 

現行の小学校学習指導要領では、1、2学年に共通した目標が示されており、「学校、家庭及び地域の生活に

関する内容」、「身近な人々、社会及び自然と関わる活動に関する内容」、「自分自身の生活や成長に関する内

容」の大きく三つの内容についての目標が定められている。目標の構成に一部改定はあるが、具体的な活動

や体験を中心とし「対象との関わりを通して学ぶ」という生活科設置時からの基本原理は変わっていない（小

学校学習指導要領生活編 2017）。2017年告示の学習指導要領において内容は、第3階層に分けて示されてお

り、児童の身の回りの環境や地域を学習の対象としながら、自分自身の成長、自立へとつなげていくことの

できる内容構成となっている（図2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図2.生活科の内容のまとまり（小学校学習指導要領生活編 2017, p.26） 
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(2)低学年での理科が廃止されることへの批判 

生活科は主として幼小接続の観点から導入されたものであったが、特に設置当初は、合科的な教科であり

体系化された内容は含まれないこと、具体的な活動や体験を中心とすることなどから、その教科としての妥

当性について様々な議論があった（例えば、山根 1990、橋本 1992、木村 1997など）。 

中でも生活科新設によって、低学年では理科の授業が全く行われないこととなったため、理科教育に携わ

る教員、研究者等からの批判は強かった。例えば、生活科が導入された初期に、理科教育学会が学会員を中

心に行なった「理科教育の改善に関する調査」によれば、85%以上の小学校教員および中学校教員が低学年に

「理科」もしくは「理科的な学習」が必要であると回答している（日本理科教育学会教育課程委員会 1995）。

さらにこの調査によれば、生活科設置以前低学年から理科を学んだ児童に比べ、生活科導入によって低学年

で理科児童を学ばなかった児童では、3年生以降の理科学習において「指導が困難になった」とした小学校教

員が、「指導が容易になった」と解答した教員を大きく上回っている。その理由としては、「指導者によって

児童の学習経験が異なる」「活動的であっても体験が少ない」「自己中心的で集団生活になじめない」などが

挙げられている（同上 1995）。また、生活科は生物教材に偏っており、生活科導入までは、低学年理科に含

まれていた「空気や音」「電気」「磁石」といった物質やエネルギー分野の内容は低学年の学習内容からすべ

て削られ、中学年以降の理科に移行したことに対しても、低学年児童が、物の仕組みに気付く機会がなくな

ってしまったという批判がされた（堀 1993）。さらには、生活科は自分自身の生活や成長に関する内容が主

目的とされており、「対象との関わりを通して学ぶ」ことからは、児童が自分の感情と客観との区別をつける

ことができず、低学年時から自然の規則性を学ぶ機会を奪ってしまうことになるのではないかという批判も

あった（滝川 1996）。滝川（1996）が挙げた例によれば、生活科設置当初に盛り込まれていた「ひまわりさ

んに家を作ってあげよう」という実践では、たとえ児童が「かわいい」と思ってひまわりに家を作ってあげ

ても、ひまわりは枯れてしまう。自然には自然の規則性があり、児童が植物の成長には日光が必要であると

いう自然の規則性を理解することが大切であるにも関わらず、生活科では、自分の気持ちや願いが強調され

るあまり、理科の本質の1つである自然の規則性という客観性を学ぶことが疎かになっているという批判が

あった。 

設置当初に比べ内容は厳選され、滝川（1996）が例に挙げたような実践例は現在では見られないが、それ

でも生活科には「体験あって学びなし」としばしば指摘される生活科授業が存在する（寺本 2011）。児童の

求めに応じて体験させるだけにとどまり、自然に対する何かしらの気づきがなければ、中学年以降の理科の

学びへとはつながっていかない。児童自身が自然に対して感じる感情をきっかけとしながらも、そこから自

然の規則性を客観的に学んでいく素地を育むような授業が理科教育側からは期待され続けてきた。 

(3)幼小接続の観点からの議論 

一方で、生活科を理科教育とのつながりのみから議論するのでは十分ではない。生活科は、そもそも1、2

年生の発達段階に考慮、幼小接続の観点から当時から問題となっていた「小1プロブレム」の解消等を目指し

て、設置された教科であった。従って生活科設置に関して幼小接続の観点から議論された論考は、理科教育

の観点から書かれたものとは対照に概ね好意的なものが多い。 

例えば、福田（1996）では、生活科は子供の興味や関心を把握し、体験学習を通して活動意欲を促してい

くことを目指すという点などが幼児教育の考え方と共通しており、生活科の推進によって幼稚園から小学校

への移行の段差が狭められることが強調されている。さらに、松嵜・無藤（2013）では、生活科は、他教科

とは異なり、経験カリキュラムの生活を持つため、児童一人ひとりの多様性を認めて生かすことができる。

そのため幼児教育と同様に、子どもの体験や感じたことをきっかけとして自分の世界を広げ、深めていくこ

とができる可能性を指摘している。さらに鈴木（2010）では、小学校第1学年の生活科授業「しぜんとあそぶ」
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を取り上げ、近隣の公園での生き物観察と教室内での調べ学習とを結びつけることによって、1年生児童が教

室での学習に馴染みやすくなったことなどを報告している。このように、小学校低学年児童が小学校という

新しい環境に慣れ、これから学校生活を送っていくその基礎を養うという観点からは肯定的な成果が得られ

ていることが分かる。 

これらは2節で述べた理科教育からの議論とは対照的であり、幼児・児童側から考えるのか、それとも身に

つけるべき知識・技能（教科）側から考えるのかで大きく議論が分かれていると言える。1節および2節を踏

まえ、「小1プロブレム」を解消するという幼小接続の観点からの成果はそのままに、理科教育で危惧された

理科の本質の1つである自然の規則性という客観性を学ぶことが疎かになっているという批判を解決するよ

うな授業実践が模索されなければならない。 

 (4)小学校中学年以降の理科との接続を意識した生活科授業―「気付きの質」を高めるという観点からー 

具体的な活動や体験を中心とし「対象との関わりを通して学ぶ」という幼稚園との接続の観点のみならず、

小学校中学年以降の理科との接続を目指した授業を行うために、現在では様々な取り組みがなされてきてい

る。 

生活科設置以後の生活科と理科との接続についての歴史的変遷

を明らかにした藤井・野田（2016）によれば、平成元年の学習指導

要領では、理科において生活科の直接体験の充実を考慮し、日常生

活に近い内容の精選が行われることで接続が図られていた（図3参

照）。その後、平成10年改訂の生活科及び理科の学習指導要領では、

双方とも接続がほとんど意識されていなかった。このことに対し藤

井・野田（2016）は、生活科新設時には、それを低学年理科、社会

の代わりと考える教師がいたことを憂いて、理科や社会との差別化を図ったのではないかと考察している。

2節で述べたよう、生活科が設置され、理科が廃止されたことに対しては批判的な議論が多かった。よって理

科が廃止され、小学校低学年時から自然の規則性を客観的に学ぶ機会がなくなってしまったことへの危惧等

からも生活科を理科の代わりと考えることにつながってしまったのではないかと推測される。 

しかしその後、平成20年改訂の学習指導要領では、生活科及び理科の双方で接続が求められている（いず

れも、図3参照）。当初の生活科による体験の充実のみでは教育的効果が見られないという課題から、「気付き

の質を高め、（中略）科学的な見方・考え方の基礎を養う観点から、自然の不思議さや面白さを実感する学習

活動を取り入れる」（小学校学習指導要領解説生活編 2008）という理科につながる科学的な認識の基礎を養

うことができるような文言が加わった。よって、平成20年度以降の学習指導要領では、生活科における児童

の「気付きの質」を高めるための配慮事項として「具体的な活動体験を通して気付いたことを基に考えさせ

るため、見付ける、比べる、たとえるなどの多様な学習活動を工夫する」ということが記載されている。 

このように特に平成20年度以降、理科と生活科の双方の接続が謳われてからは、生活科での体験を理科に

つなぐための手立てとして「気付きの質を高める」というということが重視されるようになった。原田（2011）

は、「気付きの質」を3つの階層（Ⅲ層：素朴な気付き、Ⅱ層：思考を経た気付き、Ⅰ層：認識の萌芽）で示

し、具体的な体験や活動をする中での児童の気づきを教師が理解し、その質を高めるような手立てを準備す

る必要性を述べている。まだ方向性が定まっていない児童の「素朴な気付き」を児童自ら考えたり、対象に

繰り返しはたらきかけたりすることで、児童が互いに学び合いながらⅠ層（認識の萌芽：「なぜやどうしてな

どに対応する質の転換に迫る認識が芽生える層）」を目指していくことが理想であるとしている。 

理論的な研究のみならず、生活科における児童の「気付きの質」を高め、中学年以降の学習へと接続して

いこうとする具体的な授業実践も、数多く見られる（例えば、加納 2009、山中 2012、古菌 2015など）。例

図3. 理科と生活科の接続の 

歴史的変遷（藤井・野田 2016） 
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えば福士（2014）では、理科の見方・考え方である「比較しながら調べる」「関係付けながら調べる」などを

獲得する前提として、生活科での見付ける、比べる、たとえる活動を意識した学習指導を行うための教師の

支援例について考察している。また、野口・鹿間（2015）では、生活科の一単元「学校たんけん」を事例と

し、教師が児童の素朴な「気付き」を言語化すること等によって、児童自身が「問い」に自覚的になり、質

の高い気付きが促されるとしている。古海（2017）は、生活科において体験的な活動の中に、自分の考えを

表現しそれを他者の意見と比較するような活動を十分に取り入れることで、児童が理科学習で重視される問

題解決能力を身につけていくことができるとしている。いずれも、児童の素朴な気付きを教師が理解し、内

容そのものを接続するというよりも「比較する」「関係付ける」など理科の見方・考え方の素地を育てること

に重点を置いているという点で共通している。生活科授業において、児童の「気付きの質」を高めるために

教師には、児童の実態を詳細に把握し、それを中学年以降の理科の見方・考え方につなげていく素地を育む

ことが必要とされる。 

 

４． 理科教育が抱える課題からみた生活科授業に期待されること 

以上、PISA や TIMSS などの国際学力調査から日本の児童・生徒が抱える理科に関する課題を

まとめ、生活科設置時の背景とそれについての議論、現在行われている生活科授業実践につい

て整理してきた。本章ではこれらを踏まえ、現在、理科教育が抱える情意、学力両面課題から

みて今後生活科授業に期待されることについて検討をしたい。 

(1) 情意面の課題解決に向けて期待されること 

まず、理科に関する情意面（「科学の楽しさ」「理科学習に対する道具的な動機付け」「理科学習者としての

自己効力感」など）が国際的にみて低いという課題解決に向け、生活科授業に期待されることについて述べ

る。 

一般に理科に関する情意面を向上させる手立てとしては、児童自身が観察、実験を中心とした探究の過程

を通じて課題を解決したり、新たな課題を発見したりする経験を増加させていくことが重要であるとされて

いる。生活科は体験が中心となることから、観察に類する自然物との関わりを積極的に取り入れることによ

って情意面の向上が期待される。直接体験、特に視覚・聴覚のみならず五感を通した自然物と自ら関わる姿

勢を育むことによって、自然物・自然現象を対象とした理科の学習に対する興味・関心、自己効力感の向上

につながることが推測できる。従って生活科における身近な自然と関わる活動に関する授業においては、よ

く観る、においを嗅ぐ、それらを比較するなど観察に類する活動を取り入れることによって、第3学年以降の

理科での観察、実験を中心とした探究活動を行う上での素地となる。 

一方で、生活科は児童自身の感情や思いが重視されることから、2章で述べた理科教育の課題から見た際に

は、情意面の特に「感情的興味」の育成が中心となると考えられる。「感情的興味」は、実験器具や薬品を使

用できる楽しさなど学習中にポジティブ感情が一時的に生じることで起こる興味の源泉が環境要因による

「浅い興味」であり、理科を学習する上では理想的とは言えない興味である。2章で述べたよう理科教育にお

いては、本来の科学の本質である規則性・法則性を探求しその意味を理解することの面白さが評価された結

果である「価値的興味」育むことこそが重要であった。しかしながら生活科は、理科すなわち自然科学を学

習する教科ではないため科学の本質である規則性・法則性を探求しその意味を理解することの面白さが評価

された結果である「価値的興味」育むことまでを求めることはそのねらいや目標にそぐわないであろう。田

中（2011）によれば、深い興味である「価値的興味」は突然生起するのではなく、最初は浅い興味だったも

のが徐々に深い興味になっていくという発達的視点が提供されている。また、興味には介入が比較的容易で

あり、浅い興味を感じ続けて対象と相互作用を繰り返すことによって深い興味に発達していく可能性が高ま
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ること（田中 2011）からは、生活科授業においても児童が自然物や自然現象と繰り返し関わり続けられる教

師の配慮が必要となるだろう。体験を行うために十分な時間や環境を確保することや、対象と深く関われる

よう児童と自然物との接点を作っていくことが必要である。児童と自然物との接点を作るための具体的な実

践として、「草花遊び」や「おもちゃづくり」を位置づけることで、子どもたちが体験を通して自然物・自然

現象と関わりを続けていくことができる。生活科という教科の特性からは、理科教育の課題である「価値的

興味」にすぐに繋ごうとするのではなく、浅い興味である「感情的興味」を長期的に喚起し、それが結果的

に深い興味へとつながっていくような取り組みが重要である。 

生活科は理科教育側からみれば、「ネオ科学」的である活動であると捉えられる。3章2節で述べたよう、体

験を中心とする生活科においては理科教育側からも多くの批判がなされてきた。生活科における「ネオ科学」

的活動を一概に悪いとしてしまわないためには、小川（1998）の論考が参考となる。小川（1998）は、理科

教育を「科学」の教育、「ネオ科学」の教育、「自然」の教育の3つに分けて考える「理科の三要素説」を提唱

した（図4参照）。つまり教科である理科とその学問背景にある自然科学とを区別し、理科では、「科学」（所

謂自然科学）の教育のみならず、「感情的興味」の喚起を重視する「ネオ科学」の教育も含まれていることを

理解し、それらを区別して考えるものである。理科に

も「ネオ科学」の教育がそもそも含まれているのであ

る。この要素説を用いて考えると、生活科は、主に「ネ

オ科学」の教育と「自然」の教育が中心となる。生活

科においては、自然との関わりの中で「ネオ科学」の

教育を行うこと、すなわち児童が自然や自然現象に対してポジティブな感情を持ち、それを自分の問題とし

て調べてみたいというきっかけを作ることが重要である。しかし、このときそれはあくまでも「ネオ科学」

の教育であり、「科学」の教育そのものではないことは、授業者が理解せねばならない事項である。 

(2) 科学的リテラシー及び学力面の課題解決に向けて期待されること 

次に、理科に関する学力面の課題解決に向け、生活科授業に期待されることについて述べる。学力面の課

題として、日本の児童・生徒は、「科学的探究を評価して計画する」能力が比較的低く、「観察・実験の結果

などを整理・分析した上で、解釈・考察し、説明すること」「予想が確かめられた場合に得られる結果を見通

して実験を構想したり、実験結果を基に自分の考えを改善したりすること」などを苦手とする傾向がある。

そのため、理科においては、より妥当な考えを作り出すために、実験結果を基に分析して考察をしたり、目

的に応じて実験を計画したりすることのできる授業実践（例えば、国立教育政策研究所2018）が求められて

きた。 

 理科において、観察、実験を行う際には、「見通しをもって」行うことが目標とされている。「見通しをも

つ」とは、「児童が自然に親しむことによって見いだした問題に対して、予想や仮設をもち、それらを基にし

て観察、実験などの解決の方法を発想すること」である（学習指導要領理科編2017）。「見通しをもつ」こと

により、児童の予想や仮説と、観察、実験の結果の一致、不一致が明確になり、一致した場合には仮説が検

証されたこと、不一致の場合には、結果をもとに自分の考えを改善したりすることができる。これは、児童・

生徒が学力調査で苦手としている「実験結果を基に自分の考えを改善したりすること」にもつながる能力で

ある。また、観察、実験などの解決の方法を発想し、計画していくためには、「問題解決の力」を養っていく

ことも必要であるとされており、理科において育んでいく問題解決の力として、比較（第3学年）、関係付け

（第4学年）、条件制御（第5学年）、多面的に考える（第6学年）ことが学年ごとに目標として示されてい

る。教師には、児童自身がこの理科の考え方を働かせながら目的に応じて、見通しをもって実験を計画して

いけるような授業を計画していくことが求められている。 

図4. 理科の三要素説（小川 2005） 
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 生活科において、直接「実験」を行う単元はないが、見通し（予想や仮説）をもつことや、問題解決の力

を育むことなどは、児童の「気付きの質」を高める手立てとして生活科授業においても期待されてよいこと

だと考える。例えば、「身近な自然と関わる活動」においては、身近な自然を対象とし、それを観察したり、

利用して遊んだりする活動を2年間通して行う。日頃から生活科において利用している環境において季節ご

との植物や動物の違いについて予想を立て、その予想を実際に行って確かめたりすることは、「見通しをも

つ」ことにつながる。また、児童が身近な自然と関わる中で生まれた疑問を集め、それをどのようにしたら

調べられるかなどを共に考える授業を展開することは問題解決能力の素地を育むことにつながるであろう。

その疑問は生活科授業においては確かめることができなくとも、第3学年以降の理科のどのような単元で学

習するのかなどについても児童に伝えれば、児童自身が生活科と理科とのつながりを意識し、第3学年以降

の学習につなげていくことができると考えられる。また身近な自然の観察の際には、児童が素朴に感じた疑

問に対して、「比べてみよう」「何と関係しているのかな」など、理科の第3学年、第4学年における問題解

決能力の目標である「比較」「関係付け」の考え方を育む問いかけを行うことも考えられる。身近にあるもの

を使っておもちゃを作るなどの内容の際にも同様である。「どのようにしたら動かせるのか」について児童が

予想を立て、それを実際に作りながら確かめてみる。それが上手く動かなかった場合には、どうして動かな

かったのか、自分の考えのどこを改善すれば良いのかを振り返って考えてみる。また自分が作ったおもちゃ

と友達のおもちゃとを比べて、共通点や差異を見つけ、それらを生かしてさらに工夫したおもちゃづくりを

計画することで、理科につながる見通しをもつことや問題解決の力は育まれていくであろう。 

以上のように、理科教育における学力面の課題解決に向けて、児童自身が「気付きの質」を高めていくこと

ができるような理科につながる「考え方」を育むという視点が大切であると考える。教師が児童の「気付き

の質」を高めようと躍起になるのではなく、児童自身が対象と繰り返し関わり、自ら「気付きの質」を高め

られるような「理科の見方・考え方」（特に「比較」「関係付ける」）を示し、それを働かせられるようにする

配慮や授業を行なっていくことである。そうすることで、第3学年以降の理科において、児童が「比較」「関

係付ける」などの問題解決の力を働かせ、観察、実験を見通しをもって計画していくことにつながるのでは

ないかと考える。児童自身がこのような考え方を働かせることにより、同じ環境でも飽きることなく繰り返

し自然物や自然現象と関わり続けることができ、浅い興味を深い興味に発達させていくことも可能になるの

ではないかと考える。 

 

５．まとめ 

本研究では、理科教育が抱える課題から小学校低学年に設置されている生活科授業に期待され

ることについて検討を行なった。日本の児童・生徒は、「科学の楽しさ」「理科学習に対する道具的な

動機付け」「理科学習者としての自己効力感」などの特に情意面において課題がある。生活科において

は、体験が中心となることから自然物との関わりを積極的に取り入れることによって情意面の向上が期

待される。しかし、それのみでは、「ネオ科学」的な活動によって一時的にポジティブ感情を生じさせる「浅

い興味」を喚起している状態であり、本来の科学の本質である規則性・法則性を探求しその意味を理解する

ことの面白さが評価された結果である「価値的興味」を高めるという課題解決に至らない。従って、生活科

においては、自然との関わりの中で「ネオ科学」の教育を行うこととともに、理科の考え方の1つである問題

解決の力の素地（「比較」「関係付ける」など）を育み、児童自身が「気付きの質」を高め、浅い興味を深い

興味に発達させていくことのできるような配慮、さらなる取り組みが必要である。 
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